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シンガポール国際商事裁判所（SICC）、シンガポール国際調停センター
（SIMC）、シンガポール条約は、当事者が紛争解決条項を起草する際の
選択肢を広げています。アジアにおける国境を越える契約の大半では、シ
ンガポール国際仲裁センター（SIAC）での仲裁が引き続き標準的な選択で
す。ニューヨーク条約が最も広い執行ネットワークを提供しているからで
す。SICCが魅力的な選択肢となるのは、上訴の機会を確保したい場合、複
数の契約と当事者を1つの手続にまとめる必要がある場合、公表される判
決に先例としての価値がある場合、あるいは相手方が管轄合意に関する
ハーグ条約に拘束される国にいる場合です。調停は、当事者が関係を維持
したいと考える紛争に適しています。銀行と長年の顧客との間や、同族企
業グループの内部では、そうしたケースが少なくありません。
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選択は、資産の所在地にも左右されます。SICCの判決は、シンガポールで
は問題なく執行でき、欧州と英国では条約に基づいて執行できます。中
国、インド、インドネシアでの執行は、依然として相互主義と現地の裁判
所の姿勢に左右されます。したがって、複数の法域に資産を持つ資産保有
ストラクチャーは、執行の地図を念頭に置いて見直すべきです。こうした
資産の保有に用いられることの多い信託や持株会社のストラクチャーにつ
いては、第E部第IV章で論じます。

金融機関には、SICCに目を向ける特別な理由があります。デリバティブ、
シンジケートローン、仕組商品をめぐる紛争は、多くの契約に繰り返し現
れる解釈上の問題に帰着することがよくあります。英国やオーストラリア
の司法府のかつての長を含みうる裁判官団が下すSICCの判決は公表され
るため、そうした問題を市場全体について決着させることができます。非
公開の仲裁判断にはそれができません。上訴権があることで、銀行は標
準条項に関する常軌を逸した第一審判断から守られます。プライベートク
ライアントとの取引関係の運営をめぐる紛争のように秘密保持がより重要
な場合には、仲裁や調停のほうが引き続き優れた手段です。ファミリーオ
フィスや受託者にとっては、比重の置き方が異なります。家族内の紛争
や、受益者と受託者の間の紛争は、調停で解決するほうが望ましいことが
多いといえます。紛争が終わった後も、当事者は資産、会社、評判を共有
し続けるからです。SIMCのプロトコルを使えば、こうした調停を当初か
ら正式な手続に組み込むことができ、和解に直ちに仲裁判断や裁判所命令
としての効力を与えることができます。

上訴の必要性、第三者の参加、秘密保持、資産の所在地を踏まえ、
SIAC仲裁、SICC、通常の裁判所での訴訟の中から意識的に選択して
ください。

SICCを選択する場合は、専属的かつ書面による管轄合意を用いてく
ださい。そうすれば管轄合意に関するハーグ条約が適用され、裁判
所の管轄に争いの余地がなくなります。
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外国の弁護士に事件の主任代理人を任せる前に、その事件がオフ
ショア事件に該当する可能性が高いかどうかを確認してください。

当事者が上訴権を排除または制限することを望むかどうかを検討
し、その選択を明示的に記録してください。

シンガポールを仲裁地とする仲裁については、1994年国際仲裁法
（International Arbitration Act 1994）に基づく手続のためのSICCモデル
条項を追加することを検討してください。

調停が現実的な場合は、Arb-Med-Arb条項またはLit-Med-Lit条項を追
加してください。そうすれば和解を和解仲裁判断または裁判所命令
として記録できます。

独立した調停による和解を海外で執行する必要が生じうる場合は、
調停に関するシンガポール条約が適用される旨を明記し、執行国が
締約国かどうか、どのような留保を付しているかを確認してくださ
い。

相手方の資産を把握し、各法域で利用できる執行の経路を確認して
ください。ハーグ条約、外国判決相互執行法（REFJA）、ガイダン
ス覚書、一般法のいずれかです。

プライベートクライアントが関わる場合は、条項を消費者保護や規
制上の苦情処理制度に関する強行規定と整合させてください。

Disclaimer

This article is provided for general information only. It is based on publicly available sources as at its
date of publication. These sources have not been independently verified against licences, regulatory
registers or the records of the entities concerned. It is not legal, tax, financial or investment advice.
Nor is it a recommendation to invest in, transact with or use the services of any entity mentioned.
Law and regulation change frequently, so the content may be incomplete or outdated. To the fullest
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extent permitted by law, Dr Alexander Ressos and the publisher of SingaporeIQ exclude all liability
for loss or damage arising from the use of or reliance on this article. Readers should obtain advice on
their specific circumstances before acting or refraining from action.

Names and trademarks of the entities discussed belong to their owners and are used for identification
only. Their mention implies no endorsement, affiliation or allegation of wrongdoing. All Singapore
law advice is provided by a duly licensed and regulated firm of Singapore advocates and solicitors
only  on  the  basis  of  an  express  written  letter  of  engagement.  Corrections  and  updates:
contact@ressos.com.

©  2026  Dr  Alexander  Ressos.  This  article  may  be  quoted  with  attribution  to  SingaporeIQ
(SingaporeIQ.com). Reproduction in full and any commercial use require prior written consent. The
Legal Terms at https://singaporeiq.com/legal-terms apply.
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